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s04200
　この資料は、平成15 年5 月15 日（木）の衆議院憲法調査会
統治機構のあり方に関する調査小委員会において、「司法制度及び
憲法裁判所（憲法の有権解釈権の所在の視点から）」をテーマとす
る参考人質疑及び委員間の自由討議を行うに当たって、小委員の便
宜に供するため、幹事会の協議決定に基づいて、衆議院憲法調査会
事務局において作成したものです。
　この資料の作成に当たっては、①上記の調査テーマに関する諸事
項のうち問題関心が高いと思われる事項について、衆議院憲法調査
会事務局において入手可能な関連資料を幅広く収集するとともに、
②主として憲法的視点からこれに関する国会答弁、主要学説等を整
理したつもりですが、必ずしも網羅的なものとはなっていない点に
ご留意ください。
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s04200
◆食糧管理法違反事件（最大判昭25 年２月1 日刑集4 巻2 号73 頁）
　食糧管理法違反として起訴された被告が、第１審及び第２審で有罪判決を受け、その
後東京高裁に上告するも棄却されたため、違憲立法審査権は最高裁判所のみに与えられ
ているのであって、違憲論を最高裁判所に移送せずに判断した上告審判決は違憲である
として再上告した事件。
　最高裁判所は、裁判官が具体的訴訟事件に法令を適用して裁判するに当たり、その法
令が憲法に適合するか否かを判断することは、憲法によって裁判官に課せられた職務と
職権であって、これは最高裁判所の裁判官であると下級裁判所の裁判官であるとを問わ
ないと判示した。
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◆警察予備隊違憲訴訟（最大判昭27 年10 月8 日民集6 巻9 号783 頁）
　自衛隊の前身である警察予備隊が憲法に違反し無効であることの確認を求めて、日本
社会党の代表者であった鈴木茂三郎氏が、最高裁判所を第１審として出訴した事件。　最
高裁判所は、裁判所が現行の制度上与えられているのは司法権を行う権限であり、そし
て司法権の発動に当たっては具体的な争訟事件の提起が前提とされることにかんがみれ
ば、裁判所は具体的な争訟事件が提起されていないのに将来を予想して憲法及びその他
の法令の解釈に対し存在する疑義論争に関し抽象的な判断を下す権限を有さないと判示
した。
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s04200
◆台湾人元日本兵による損失補償請求事件（最判平4 年4 月28 日判時1429 号91 頁）
　台湾人元日本兵が戦傷を受け後遺症を負ったことにより被った損失等につき、国が日
本人に対するのと同等の補償立法を制定しないことは違憲違法である旨の確認と損失補
償を求めた事件。
　裁判所は、①立法内容の一義的特定性、②事前救済の必要、③他の救済手段の不存在
が訴訟成立の要件であるとした上で、補償立法の内容となるべき受給の範囲、支給金額、
支給時期、支給方法等が憲法上一義的に特定しているとはいえないと判示した。（東京高
判昭60・8・26）　また、その上告審判決において、最高裁判所は、我が国が台湾住民
である軍人軍属に対しいかなる措置を講ずべきかは立法政策に属する問題であるとし
て、上告を棄却した。
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s04200
◆在宅投票制度廃止事件（最大判昭60 年11 月21 日民集39 巻7 号1512 頁）
　在宅投票制度の悪用による選挙違反が多発したことを理由として同制度が昭和27 年に
廃止された結果、投票ができなくなった者が、同制度の廃止後これを復活させなかった
ことが憲法15 条（普通選挙の保障）、14 条（法の下の平等）、44 条（選挙人の資格）等
に違反するとして、国に対し損害賠償を請求した事件。
　最高裁判所は、国会議員は原則として立法について政治的責任を負うにとどまり、個々
の国民に対し法的義務を負わず、したがって、国会議員の立法行為はその立法内容が憲
法の一義的な文言に反しているのにあえて立法を行うような例外的な場合でない限り、
違法の評価を受けないと判示した。


35 6 8 14 7 1206

27 8 28
69
34 12 16 13 13 3225
32 7 8
9 2
]
81

15


s04200
◆苫米地事件（最大判昭35 年6 月8 日民集14 巻7 号1206 頁）
　衆議院議員苫米地義三が、昭和27 年8 月28 日のいわゆる抜き打ち解散の効力につき、
①解散は憲法69 条にいう内閣不信任決議を前提とすべきであるのにその解散は7 条を根
拠に行われたこと、②その解散の決定には適法な閣議を欠いていたこと、を理由として
争った事件。
　最高裁判所は、衆議院の解散が統治行為に当たるとして司法審査を行わなかった。
　なお、学説には、解散事由の問題は裁量論、閣議決定の方式の問題は自律権論として
処理しうるので、統治行為論をもちだす必要はなかったとの見解もある。
◆砂川事件（最大判昭34 年12 月16 日刑集13 巻13 号3225 頁）
　昭和32 年7 月8 日、日米安保条約に基づく行政協定の実施の一環として駐留米軍が使
用する立川飛行場を拡張する目的で東京調達局が測量を実施した際、基地拡張に反対す
る者が同飛行場周辺に集合して測量反対の気勢をあげ、そのうち数名の者が境界柵を破
壊し、同飛行場に立ち入った。これらの者は、日米安保条約に基づく行政協定に伴う刑
事特別法に違反したとして起訴された。
　第１審の東京地裁は、駐留米軍が憲法9 条2 項の戦力に該当して違憲である旨を判示
したが、検察側は、直ちにこの判決に対して最高裁判所に跳躍上告を行った。
　最高裁判所は、駐留米軍は戦力には該当せず、また日米安保条約は高度の政治性を有
するものであって、一見極めて明白に違憲無効であると認められない限り、司法裁判所
の審査にはなじまない性質のものであると判示し、原判決を破棄差戻した。
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s04200
　「最高裁判所憲法部」構想
ⅰ　裁判所法を改正して、上告裁判所としての最高裁判所（仮称「最高裁判
所上告部」）とは別個のものとして、9 名の憲法裁判官によって構成される
憲法裁判を専門に扱う最高裁判所（仮称「最高裁判所憲法部」）を設置する。
ⅱ　9 名の憲法裁判官は、裁判官任命諮問委員会の諮問に基づき内閣が任命す
る。
ⅲ　「最高裁判所憲法部」は、具体的規範統制手続（24頁参照）を管轄する。
　一般の裁判所（最高裁判所上告部を含む）が具体的事件に適用する法律
を違憲であると判断した場合、手続を中止し、その理由を詳細に付した決
定を「最高裁判所憲法部」に移送する。「最高裁判所裁憲法部」は、当該違
憲であるとされる法律が具体的な事件の裁判にとって重要な意味を持つか
否かを審査した上で、当該法律の憲法適合性の審査を行う。
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s04200
○「内閣法制局の位置付け」
　まず、組織の特徴といたしましては、内閣法制局は内閣に置くというふう
に規定をされております。これは内閣に直属をするという意味でありまして、
内閣官房と並びまして大変に数少ない直接内閣を補佐する行政組織の一つと
いう位置づけになっております。
（平成13年6月6日　参・憲法調査会　阪田内閣法制局第1部長）

s04200
○「内閣法制局の仕事」
　内閣法制局の仕事でありますが、…特に重要なのは①と③の事務でありま
す。
　①は、…私どもは審査事務というふうに称しておりますけれども、原則と
して、各省庁が原案をつくります政府提出の法律案あるいは政令案、それか
ら外務省で持ってまいります条約案、これを審査して国会に提出する、ある
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s04200
いは政令の場合でありますと閣議にかけて公布をするということをやってお
る仕事であります。
　それから、③でありますけれども、…これは意見事務というふうに呼んで
おりますが、端的に申しますと内閣のリーガルアドバイザーというようなこ
とでありましょうか。各省庁それから内閣及び内閣総理大臣から法律問題に
ついてお問い合わせがあったとき相談に応じるというような仕事の内容であ
ります。
（平成13 年6 月6 日　参・憲法調査会　阪田内閣法制局第1 部長）

s04200
○審査事務
　…法令相互間の整合を図る、そして法体系全体を秩序正しくあらしめると
いうことが法案審査の大きな一つの眼目でありますけれども、そうした観点
から最も重要なことは、その法令の内容が憲法に適合しているかどうかとい
うことを検証することであります。
○行政執行に際して必要となる憲法解釈
　…内閣としての憲法解釈は、こういう法案等の審査に際して必要であると
いうだけではなくて、行政執行そのものの憲法適合性を確保する上でも必要
となる場合が多々あります。…
…憲法の各規定というのは、法律案の企画立案を初めとしまして各省庁が所
掌する事務に非常に幅広く関係はしてまいります。その際に、各省庁がそれ
ぞれ自分のところに関係するときに関係する部分について適当に憲法の規定
を解釈して運用していいということには決してならないわけで、そうなりま
すと、内閣の行政が大変区々まちまちということになりますものですから、
内閣として統一した憲法の理解のもとに行政を一貫して進めなければならな
いという要請が生じてまいります。
　内閣法制局が憲法解釈について内閣その他に意見を述べ、また国会におい
て内閣の憲法解釈について求めに応じて御説明申し上げているというのは、
このように内閣としての憲法解釈の統一を図り、行政府が憲法の尊重擁護義
務というのを間違いなく果たしていくことができるようにという観点からの
ものであるということを御理解いただきたいと思います。
（平成13 年6 月6 日　参・憲法調査会　阪田内閣法制局第1 部長）
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○憲法解釈に係る内閣法制局の立場
　内閣法制局が開陳する憲法解釈、これは、私どもの所掌事務のうちの、法
律問題について内閣あるいは内閣総理大臣または各省大臣に対して意見を述
べること、この一環として述べているわけでございます。
　言うまでもなく、憲法解釈、これは、最終的な憲法解釈権と申しますのは、
憲法81 条によりまして最高裁判所に帰属している。そのような意味において
私どもは憲法解釈権を有しているというものではないことは、私どもも重々
承知しているわけでございます。
　他方、政府内部におきましては、この憲法解釈、これはいろいろな立場で
法律の運用に当たる者は、その前提として憲法問題が介在している場合には、
憲法解釈をする必要があるわけです。
　したがいまして、第一次的には、この法律の運用に当たる各省庁におきま
しても憲法解釈を行っているわけでございますが、その憲法解釈について、
各省においてはいろいろ疑義があるとか、あるいは各省庁間で解釈に差があ
るという場合には、現行の制度におきましては、法制局に持ち込まれまして、
法制局における議論、検討を通じて、少なくとも政府部内においてはその方
向で解釈が統一されていくということになっているわけでございます。
（平成10 年4 月22 日　衆・行革特委　大森内閣法制局長官）
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◆板まんだら事件最高裁判決（最判昭和56 年4 月7 日民集35 巻3 号443 頁）
　「本件訴訟は、具体的な権利義務ないし法律関係に関する紛争の形式をとっ
ており、その結果信仰の対象の価値または宗教上の教義に関する判断は請求の
当否を決するについての前提問題であるにとどまるものとされてはいるが、本
件訴訟の帰すうを左右する必要不可欠のものと認められ、…結局本件訴訟は、
その実質において法令の適用による終局的な解決の不可能なものであって、裁
判所法3 条にいう法律上の争訟にあたらない。」
◆日蓮正宗蓮華寺事件判決（最判平成元年9 月8 日民集43 巻8 号889 頁）
　「宗教団体内部においてなされた懲戒処分の効力が請求の当否を決する前提
問題となっており、その効力の有無が当事者間の紛争の本質的争点をなすとと
もに、それが宗教上の教義、信仰の内容に立ち入ることなくしてその効力の有
無を判断することができず、しかも、その判断が訴訟の帰趨を左右する必要不
可欠のものである場合には、右訴訟は、その実質において法令の適用による終
局的解決に適さない」と述べ、上告を棄却した。


61

55

64

14

596

76

56

58

1981




29

30

53

77

37

10

16

903

445
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◆警察法改正無効事件判決（最大判昭和37 年3 月7 日民集16 巻3 号445 頁）
　昭和29 年に成立した新警察法は、その審議に当たり、野党議員の強硬な反対
のため、議場混乱のまま可決されたものとされたが、その議決が無効ではない
かが争われた。最高裁は、警察法が「両院において議決を経たものとされ適法
な手続によって公布されている以上、裁判所は両院の自主制を尊重すべく同法
制定の議事手続に関する…事実を審理してその有効無効を判断すべきではな
い」と判示した。

s04200
◆マクリーン事件判決（最大判昭和53 年10 月4 日判時903 号3 頁）
　在留期間1 年として入国したアメリカ人マクリーンが、1 年後に在留期間更新
の申請をしたところ、法務大臣が、在留中のベトナム反戦運動などの政治活動
を理由に、更新を拒否した事件。最高裁は、「人権の保障は権利の性質上許され
る限り外国人にも及ぶが、それは外国人の在留制度の枠内で与えられるに過ぎ
ず、在留期間の更新を認めるかどうかの法務大臣の裁量権は広汎であって、在
留中の行為について、それが合憲・合法のものであっても、法務大臣は更新拒
否のための消極的理由として斟酌することはできる」とし、法務大臣の裁量権
の著しい逸脱・濫用は存在しないと判示した。
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◆小売市場規制事件判決（最大判昭和47 年11 月22 日刑集26 巻9 号586 頁）
　小売商業調整特別措置法3 条1 項が小売市場の開設を許可する条件として、
いわゆる距離制限の規制を課していることの合憲性が争われた事件。
　最高裁は、経済活動の規制について積極目的の規制と消極目的の規制とを区
別し、積極目的の規制に対しては「明白性の原則」が妥当すると説き、本件の
規制の目的が、経済的基盤の弱い小売商を相互間の過当競争による共倒れから
保護するという積極目的の規制であると認定して、立法府の広い裁量を認め、規
制を合憲とした。
◆参議院議員定数合憲判決（最大判昭和58 年4 月27 日民集37 巻3 号345 頁）
　昭和52 年7 月の参議院議員通常選挙について、議員１人当たりの選挙人数の
最大格差及びいわゆる逆転現象の合憲性が争われた。
　最高裁は、選挙区割、議員定数の配分その他の選挙制度の仕組みの策定や選
挙制度の仕組みの変更に当たって予想される実際上の困難や弊害をどのような
方法と過程によって解決するかなどの問題は、いずれも複雑かつ高度に政策的
な考慮と判断を要求するもので、その決定は、選挙制度の内容を決定する責務
と権限を有する国会の裁量に委ねられていると判示した。
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◆ 朝日訴訟（最大判昭和42 年5 月24 日民集21 巻5 号1043 頁）
　朝日茂氏が、生活保護法に基づき厚生大臣の定めた生活扶助基準の最高額月
600 円（昭和31 年当時）は、憲法25 条にいう「健康で文化的な最低限度の生活」
水準を維持するに足りないとして、訴えを起した事件。
　朝日氏は第1 審で勝訴したが、第2 審は朝日氏の主張を斥けた。朝日氏は上
告後死亡し、相続人が手続を進めた。最高裁は、生活保護受給権は一身専属的
権利であるから上告人の死亡と同時に訴訟は終了したと判示の上、念のため、
本件生活扶助基準の適否に関し、以下のような意見を付加した。
　｢憲法25 条1 項は、すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活を営み得
るように国政を運営すべきことを国の責務として宣言したにとどまり、直接
個々の国民に対して具体的権利を賦与したものではない。具体的権利は、生活
保護法によって、はじめて与えられる。何が健康で文化的な最低限度の生活で
あるかの認定判断は、厚生大臣の合目的的な裁量に委されており、その判断は、
当不当の問題として政府の政治責任が問われることはあっても、直ちに違法の
問題を生ずることはない。｣
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◆地方議会議員懲罰事件判決（最大判昭和35 年10 月19 日民集14 巻12 号2633 頁）
　地方議会議員に対する3 日間の出席停止の懲罰議決の効力が争われた事件で
最高裁は、「自律的な法規範をもつ社会ないし団体に在っては、当該規範の実現
を内部規律の問題として自治的措置に任せ、必ずしも、裁判にまつを適当とし
ないものがある」とし、本件懲罰はそれに当たるとした。
　ただし、除名処分は「議員の身分の喪失に関する重大事項で、単なる内部規
律の問題に止らない」から、司法審査が及ぶとした。
◆富山大学単位不認定事件判決（最判昭和52 年3 月15 日民集31 巻2 号234 頁）
国立大学の単位不認定処分が争われた事件で、最高裁は、大学は国公立であ
ると私立であるとを問わず、「一般市民社会とは異なる特殊な部分社会を形成
している」とし、「単位授与（認定）行為は、他にそれが一般的市民秩序と直接
の関係を有するものであることを是認するに足りる特段の事情のない限り、純
然たる大学内部の問題として大学の自主的、自律的な判断に委ねられるべきも
のであって、司法審査の対象にはならない」と判示した。
◆共産党袴田事件判決（最判昭和63 年12 月20 日判時1307 号113 頁）
　政党は結社の自由に基づき任意に結成される政治団体であり、かつ、議会制
民主主義を支えるきわめて重要な存在であるから、「高度の自主性と自律性を
与えて自主的に組織運営をなしうる自由を保障しなければならない」とし、政
党の党員処分が「一般市民秩序と直接の関係を有しない内部的な問題にとどま
る限り、裁判所の審査権は及ばない」が、「一般市民としての権利利益を侵害す
る場合であっても、右処分の当否は、当該政党の自律的に定めた規範が公序良
俗に反するなどの特段の事情のない限り右規範に照らし、右規範を有しないと
きは条理に基づき、適正な手続に則ってなされたか否かによって決すべきであ
り、その審理も右の点に限られる」と判示した。
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◆ 大津事件
　1891（明治24 年）5 月、訪日中のロシア皇太子が、滋賀県大津市で警備の津
田三蔵巡査に刺されて負傷した。政府は外交上の考慮から、死刑判決を下すよ
うに大審院に働きかけたが、当時の大審院長児島惟謙はそれに抵抗し、結局、
大審院は津田を無期徒刑に処した。
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◆ 浦和事件
　1948（昭和23）年、参議院法務委員会が、かねてより調査中の刑事事件不当
処理に関する調査の一環として、母子心中を図って生き残った母親の殺人被告
事件についての地方裁判所判決を事実認定の点でも量刑の点でも甘すぎるとい
う趣旨の決議を行った。時の最高裁判所は参議院に対して、個々の具体的裁判
について事実認定や量刑の当否を調査・批判することは司法権の独立を侵害し、
国政調査権の範囲を超えるという抗議を強く申し入れた。参議院法務委員会の
反論はあったが、参議院はこれに対して反論を控えた。
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◆ 吹田黙祷事件
1953（昭和28）年、大阪地方裁判所で公判が開かれた折に、出廷の被告人達
が朝鮮戦争の戦死者に黙祷を捧げたが、裁判長はこれを黙認した。この訴訟指
揮の当否について、①国会では裁判官訴追委員会が担当裁判官の訴訟指揮の当
否に関する調査を行うことを決定したこと、特に②最高裁判所が「吹田事件の
裁判にいかなる影響をも及ぼすものではない」と最後に断りつつも、吹田事件
の訴訟指揮は「まことに遺憾」だとし、法廷の威信をそこない法の権威を失墜
することのないよう自戒を求める「法廷の威信について」と題する通達を全国
の裁判官宛てに出したことが、司法権の独立を侵すものではないか問題となった。
◆平賀書簡問題
　1969（昭和44）年、札幌地方裁判所に係属中の長沼事件に関連して、当時の
平賀健太札幌地裁所長が、事件担当の福島重雄裁判長に対して、判断の一助に
してほしいとの前置きの下に、国側の裁量判断を尊重して自衛隊の違憲判断は
避けるべきである旨を示唆する内容の「書簡」を私信として送った事件。札幌
地裁裁判官会議は明らかに裁判に対する干渉に当たるとして平賀所長を厳重注
意処分に付した。また最高裁判所は、同所長を注意処分に付し、東京高裁に転
任させた。
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（Ａ）規則優位説（兼子＝竹下）
　規則と法律とが矛盾する場合には、矛盾する程度で法律の効力が否定される
と解し、規則に法律より強い効力を認める説
（Ｂ）両者同位説（中村、山本）
　最高裁判所規則と法律とを、その形式的効力において等しいものとし、両者
が矛盾するときの効力は、「後法は前法を廃する」の一般原則が適用され、規則
であれ法律であれ、後に成立したものが有効であるとする説
（Ｃ）法律優位説（宮沢、清宮、佐藤（功）、伊藤、浦部）
　規則と法律とが矛盾する場合には、矛盾する程度で規則の効力が否定される
ものと解する。国民の代表者によって構成される国会は「国権の最高機関であ
って、国の唯一の立法機関である」（41 条）から、その制定する法律は、憲法の
下でもっとも強い形式的効力を持つものであり、憲法には、裁判所規則に関し
てのみこの原則に対する例外を認める趣旨は、どこにも見られない等の点を根
拠とする説

s04200
（Ａ）専属事項説（末延）
　1 項に列挙された事項（訴訟に関する手続、弁護士、裁判所の内部規律及び司
法事務処理に関する事項）については法律で定めることは許されず、必ず最高
裁判所規則で定めなければならないと解する説
（Ｂ）競合事項説（宮沢、清宮）
　本条1 項所定の事項については、法律で定めることもできると解する説
（Ｃ）一部専属事項説（佐藤（幸））
　本条所定の事項のうち一部のもの（内部規律と司法事務処理に関する事項）
については、規則の専属事項と解する説
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○政府答弁「最高裁判所の規則制定権と国会の立法権について」
　「…法律と最高裁判所の定めた規則との間に矛盾、抵触があった場合…憲法
におきましては国会の立法権というものが大原則でございまして、もしこれに
最高裁規則の定めが抵触するというようなことがございますれば、当然法律の
方が優先するというふうに考えております。」
（昭和58 年3 月4 日　衆・法務委　関（守）政府委員答弁）
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◆前掲最大判昭和27 年2 月20 日
　国民審査の制度は、その実質においていわゆる解職の制度であるとした上で、
「積極的に罷免を可とするものと、そうでないものとの2 つに分かれるのであ
って、前者が後者より多数であるか否かを知らんとするものである。…罷免す
るほうがいいか悪いかわからない者は、積極的に『罷免を可とするもの』に属
しないこと勿論であるから、そういう者の投票は前記後者の方に入るのが当然
である。それ故法が連記投票にして、特に罷免すべきと思う裁判官にだけ×印
をつけ、それ以外の裁判官については何も記さずに投票させ、×印のないもの
を『罷免を可としない投票』の数に算えたのは前記の趣旨に従ったものであり、
憲法の規定する国民審査制度の趣旨に合するものである。」
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（Ａ）肯定説（佐藤（功））
　79 条6 項の保障は、個々の裁判官に対する個別的保障であり、国家財政上の
理由などに基づくやむをえない措置として、法律により、一般的に全裁判官の
報酬の減額を定めることは、（司法権の独立・裁判官の身分保障に対する侵害と
は考えられないため）許されると解する（佐藤功『ポケット注釈全書憲法（下）
〔新版〕』1030 頁）。
（Ｂ）否定説（清宮、宮沢）
一般的に裁判官の報酬を減らす措置は、個々の裁判官にとってみれば、やは
り「報酬の減額」に他ならないから、法律の改正によって裁判官一般の報酬を
引き下げた時は、その改正はそれの施行後に任命される裁判官にのみ適用する
のが憲法の趣旨に合致するとする。
なお、清宮四郎『憲法Ⅰ［新版］』359 頁は、「昭和6 年に官吏の減俸を行っ
た際、裁判官について、裁判所構成法73 条に、判事は特定の場合を除くほか、
『其ノ意ニ反シテ減俸セラルルコトナシ』とあったので、紛議の末、俸給例の
改正は、それに同意した判事にのみ適用された例がある。現行憲法には、その
意に反してという条件はないから、本人の同意を得ても、報酬を減額すること
はできない」とする。
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○政府答弁「司法権・裁判官の独立と裁判官報酬の関係」
　「憲法第79 条第6 項および第80 条第2 項は、…裁判官の職権行使の独立性
を経済的側面から担保するため、相当額の報酬を保障することによって裁判官
が安んじて職務に専念することができるようにするためのものであるととも
に、裁判官の報酬の減額については、個々の裁判官または司法全体に何らかの
圧力をかける意図でされるおそれがないとは言えないことから、このようなお
それのある報酬の減額を禁止した趣旨の規定であるというふうに解されます。
…国家公務員全体の給与水準の民間との均衡等の観点から、人事院勧告に基
づく行政府の国家公務員の給与引き下げに伴いまして、法律によって一律に全
裁判官の報酬について、これと同程度の引き下げを行うということは、裁判官
の職権行使の独立性や三権の均衡を害して司法府の活動に影響を及ぼすという
ことではないと思います。したがいまして、今回の措置は憲法の趣旨に反する
ものではなくて、また同条に違反するものでもないというふうに考えるわけで
ございます。」
（平成14 年11 月13 日　衆・法務委　森山国務大臣答弁）
○政府答弁「最高裁判所裁判官会議における裁判官報酬に関する議論」
　「最高裁判所は、裁判所組織の頂点にある機関といたしまして司法行政全般
を統括、運営しておりまして、最高の責任を負うべき地位にございまして、最
高裁判所の裁判官会議がこのような司法行政事務に関する最高意思決定機関と
いうことが言えようかと思います。裁判官会議の結論はあくまで司法行政事務
に関する最終意思決定であろうと思います。
…この問題につきまして最高裁判所の裁判官会議で議論がございまして、憲
法上、裁判官の報酬について特に保障規定が設けられております趣旨およびそ
の重みを十分に踏まえて検討いたしました。人事院勧告の完全実施に伴い国家
公務員の給与全体が引き下げられるような場合、その場合に裁判官の報酬を同
様に引き下げても司法の独立を侵すものではないということで、会議におきま
しては憲法に違反しない旨確認されております。」
（平成14 年11 月13 日　衆・法務委　山崎最高裁判所長官代理者答弁）
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（Ａ）自由裁量説（柳瀬、田中）
　裁判官は任命の日から10 年を経過すれば当然に退官するとし、再任は新任と
全く同じであり、任命権を有する内閣及び指名権を有する最高裁判所は、自由
な裁量によって再任するか不再任とするかを決定できると解する。
（Ｂ）覊束裁量説（佐藤功、小林、伊藤）
裁判官は任命の日から10 年を経過すればその身分は消滅するとしつつ、10
年の任期の定めは、この期間ごとに特段の事由ある不適格者を排除するために
設けられたものであり、そのような特段の事由のない者は再任を原則とすべき
であるとする。再任が、もっぱら内閣及び最高裁判所の自由に委ねられている
とすると、再任を希望する裁判官について、実質上罷免するのと同じ結果を認
めることになり、裁判官の身分保障に反するということを根拠とする。
（Ｃ）身分継続説（杉原、大須賀）
再任は、裁判官の「身分の継続性」を前提とするものであって、任期の経過
により当然退官するものではなく、ただ、10 年ごとに、憲法78 条所定の例外
事由に該当しないことを確認するものにすぎないとする。
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◆宮本判事補再任拒否事件
　1971（昭和46）年、当時熊本地方裁判所判事補であった宮本康昭氏が、10
年の任期の終わりを迎え、引き続き再任を希望したところ、最高裁判所は再任
指名簿への搭載を拒否し、宮本氏は再任されなかった。最高裁は、再任制度に
ついて、裁量行為説の立場に立ったが、再任拒否の理由は人事の秘密に属し公
表できないと言明し、宮本氏の不服申立ても却下した。
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◆ 恵庭事件判決（札幌地判昭和42 年3 月29 日下刑集9 巻3 号359 頁）
　自衛隊の射撃演習場付近の酪農民が、演習時の爆音等によって乳牛に被害が
出たことにたまりかね、演習用通信線を切断したことが自衛隊法121 条違反に
問われた事件。
裁判において、被告人は、同条を含む自衛隊法全体ないし自衛隊の存在その
ものの違憲を理由に無罪を主張したが、裁判所は、憲法判断をせずに、演習用
通信線は同条に規定する「武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物」
に該当しないと判断し、被告人を無罪とした。検察側は控訴せず、確定した。
◆ 長沼事件（最判昭和57 年9 月9 日民集36 巻9 号1679 頁）
　自衛隊のミサイル基地建設のため農林大臣がした保安林指定解除処分に対
し、地元住民が同解除処分の取消しを求めた事件。
　第１審は、①憲法の基本原理に対する重大な違反状態が発生している疑いが
あり、②その結果、当事者を含む国民の権利が侵害される危険があると考えら
れる場合において、③憲法問題についての判断を避けたのでは紛争の根本的解
決が不可能であるときには憲法判断を行う義務があるとした上で自衛隊を違憲
と判断し、原告の請求を認めた。これに対し第２審は原告に「訴えの利益」が
ないとして第１審判決を取り消し、控訴を却下した。なお、第２審判決は、付
加見解として、自衛隊の合憲性の問題は統治行為に関する判断であり、国会及
び内閣の政治行為として究極的には国民全体の政治的判断に委ねられるべきも
のであって、裁判所が判断すべきものではないとする「統治行為論」を展開し
た。（札幌高判昭51・8・5）最高裁は、訴えの利益の観点からのみ第２審判決の
結論を支持して原告の上告を棄却し、自衛隊の合憲性の問題には何ら触れない
まま訴訟を終結させた。
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◆全逓東京中郵事件判決（最大判昭和41 年10 月26 日刑集20 巻8 号901 頁）
　旧公共企業体の労働組合役員が、郵便局職員に対し勤務時間に食い込む職場
集会に参加するよう説得し、現に職場離脱させた行為が、郵便法違反の教唆に
当たるとして起訴された事件。
　第１審が、郵便法違反の点について労働組合法１条２項の規定などにより違
法性が阻却されるため、教唆も成立しないとして無罪判決をしたのに対して、
第２審では公共企業体等労働関係法（公労法）17 条により労働組合法１条２項
の適用はないとして破棄差戻の判決を下した。
　最高裁は、公労法は争議行為に係る刑事制裁を科さない趣旨であると限定的
に解釈し、争議行為の正当性についてさらに審理を尽くすべきとして第２審判
決を破棄し、差し戻した。
◆福岡県青少年保護育成条例事件判決（最大判昭和60 年10 月23 日刑集39 巻6
号413 頁）
　16 歳の少女とホテルの客室で性交した行為が、青少年に対する淫行を禁止す
る県条例違反に問われた事件。被告人は、「淫行」の範囲は不明確で、青少年に
対する性行為一般を広く処罰する危険があるので憲法31 条等に違反すると主張
したが、最高裁は、「『淫行』とは広く青少年に対する性行為一般をいうものと
解すべきでなく、青少年を誘惑し、威迫し、欺罔し、又は困惑させる等その心
身の未成熟に乗じた不当な手段により行う性交又は性交類似行為のほか、青少
年を単に自己の性的欲望を満足させるための対象として扱っているとしか認め
られないような性交又は性交類似行為をいうものと解するのが相当である」と
限定的に解釈して県条例を合憲と判断し、上告を棄却した。
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◆猿払事件（最大判昭和49 年11 月6 日刑集28 巻9 号393 頁）
　現業の国家公務員が総選挙に際し特定の政党を支持する目的で同党の候補者
の選挙用ポスターを掲示するなどした行為が、国家公務員の政治的行為を禁じ
た国家公務員法違反に当たるとされた事件。
　第１審は、非管理職の現業公務員が、勤務時間外に、国の施設を利用するこ
となく、かつ、職務を利用し、若しくはその公正を害する意図なしにした行為
であって、しかも労働組合活動の一環として行われたと認められるものにまで
刑事罰を科す国家公務員法の規定は、そのような行為に適用される限度におい
て、行為に対する制裁として合理的な必要最小限の域を超えたものであって違
憲であるとし（適用違憲）、被告人に無罪判決を下した。（旭川地判昭43・3・25）
　第２審判決も、第１審判決を支持した。
　これに対し最高裁は、第１審及び第２審判決のとった適用違憲の手法を「法
令が当然に適用を予定している場合の一部につきその適用を違憲と判断するも
のであって、ひっきょう法令の一部を違憲とするにひとしい」ものであると批
判し、国家公務員法の規定は全面的に合憲であると判断し、被告人に罰金刑を
科した。
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◆薬事法距離制限条項違憲事件判決（最大判昭和50 年4 月30 日民集29 巻4 号
572 頁）
　薬局開設の許可申請に対し、県知事が、薬事法の適正配置規制に基づく県条
例の距離制限規定に違反することを理由に不許可処分をしたので、申請者が、
薬事法の適正配置規制が憲法22 条に違反するとして処分の取消しを求めた。
　最高裁は、「職業は、社会的相互関連性が大きいものであるから、職業の自由
は、精神的自由に比較して公権力による規制の要請が強い」と述べた上、本件
規制は、国民の生命、健康に対する危険防止という消極的警察目的の規制であ
り、この種の規制は、規制が合理的であり、かつ、より緩やかな手段である行
政取締り等によっては目的を達成できないことが必要であるとし、本件規制は、
立法目的との間に合理的な関連がないだけでなく、行政取締り等によっても目
的は達成できるとして、薬事法の規定は違憲であると判示した。


107



82

82

82

3

108

246,47




33 2 17 12 2 253

215

82

109


s04200
◆ 北海タイムス事件（最大決昭和33 年2 月17 日刑集12 巻2 号253 頁）
　「たとえ公判廷の状況を、一般に報道するための取材活動であっても、その
活動が公判廷における審判の秩序を乱し、被告人その他訴訟関係人の、正当な
利益を不当に害するがごときは許されない。公判廷での写真撮影等は、時や場
所いかんでは、このような好ましくない結果を生ずるおそれがあるので、刑事
訴訟規則215 条が写真撮影許可等を裁判所の裁量に委ねる旨規定するのも憲法
に違反するものではない。」
◆ 法廷メモ採取事件（最大判平成元年3 月8 日民集43 巻2 号89 頁）
　最高裁は、憲法82 条により、「裁判の公開が制度として保障されていること
に伴い、各人は、裁判を傍聴することができる」が、それは、「各人が裁判所に
対して傍聴することを権利として要求できることを認めたものでない」し、「傍
聴人に対して法廷においてメモを取ることを権利として保障しているもので
（も）ない」と判示した。
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